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•高齢者や障がいのある方など、災害時に一人では避難すること
が困難な方（避難行動要支援者）について、誰が支援するか、
どこに避難するか、避難するときにどのような配慮が必要かな
ど、あらかじめ記載した個別の計画

•本人や家族を中心に、地域のみなさまや福祉専門職など避難支
援関係者と一緒に作成

•作成対象は、避難行動要支援者名簿に登載された方全員

個別避難計画とは

発災時に生命を守るためにする行動を避難支援者と
ともに決めておくもの



災害時に⾃ら避難することが困難な避難行動要支援者について、

避難の支援や安否の確認、その他必要な支援を実施するための基

礎となる情報を集約した名簿のこと。

避難行動要支援者名簿とは



＜２０１１年 東日本大震災の教訓＞

被災地全体の死者数のうち、

・６５歳以上の高齢者の死者数は約６割

・障がいのある方の死亡率は被災住民全体の死亡率の約２倍

個別避難計画作成の背景①

２０１３年 災害対策基本法の改正

「避難行動要支援者名簿」の作成が義務化



＜近年の災害のおける被害状況（高齢者）＞

・２０１９年 台風１９号

全体の死者のうち、６５歳以上の高齢者の割合は約65％

・２０２０年 ７月豪雨

全体の死者のうち、６５歳以上の高齢者の割合は約79％

＜台風１９号における障害当事者団体向けアンケート（抜粋）＞

・一人暮らしの知的障がいのある方

「避難するタイミングや避難場所がわからなかった」

・一人暮らしの視覚障がいのある方

「避難誘導してくれる人がいないと避難できない」

個別避難計画作成の背景②



避難行動要支援者名簿作成の義務化により、名簿の普及は進んだ
ものの、避難の実効性の確保には至らなかった

２０２１年 災害対策基本法の改正
避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難を図る観点から

「個別避難計画」の作成が努力義務化

個別避難計画作成の背景③



町田市の避難行動要支援者

避難行動要支援者名簿に
記載されている避難行動要支援者

※2024年4月1日時点

・身体障害者手帳１級及び２級の者

・愛の手帳１度及び２度の者（東京都）

・介護保険要介護認定要介護度３から５の者

・その他市長が認める者

※施設入所者等は除く

約9,500人

名簿の対象者



町田市の避難行動要支援者名簿の提供

町田市避難行動要支援者の名簿情報の提供に関する条例に基づき、要支援
者の命を守るため、平常時から避難支援等関係者に提供しています。

避難行動要支援者名簿の提供先

・庁内関係各課

・町田消防署

・町田警察署、南大沢警察署

・民⽣委員・児童委員

・町田市社会福祉協議会

・希望する地区社会福祉協議会

・希望する町内会・⾃治会

・希望する⾃主防災組織



内閣府の「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（R3.5改定）では特に

以下の事項に留意する必要があるとしています。（※内容を一部抜粋）

• 地域防災の担い手だけでなく、本人の心⾝の状況や⽣活実態を把握してい

る福祉専⾨職や地域の医療・看護・介護・福祉などの職種団体、企業等、

様々な関係者と連携して取り組むことが必要である。

• 個別避難計画の作成に当たっては、市町村の限られた体制の中で、できる

だけ早期に作成されるよう、優先度が⾼い⽅から作成することが適当であ

り、優先度が高いと市町村が判断した者について、地域の実情を踏まえな

がら、改正法施行後からおおむね５年程度で取り組んでいただきたい。

避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針



・できる限り早期に避難行動要支援者全体に計画が作成されるよ

うにするためには、市町村が作成する個別避難計画として、

①市町村が優先的に支援する計画づくりと並行して

②本人や、本人の状況によっては、家族や地域において防災活

動を行う⾃主防災組織等が記入する計画づくりを進めることが適

当である。

避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針



庁内外の連携体制を整備し、計画作成を推進していきます。

計画作成推進に向けたスケジュールは、概ね以下のとおりです。

町田市のスケジュール

２０２３年度

専門職向け説明会
地域向け説明会

実施

避難行動要支援者
等管理システム

導入

２０２４年度

モデル地区として
鶴川地区での

個別避難計画作成
開始

２０２５年度 ２０２６年度

町田市全域で計画作成の優先度の
高い対象者の個別避難計画作成

２０２２年度

町田市災害時要配
慮者対策推進会議

開催

避難行動要支援者
名簿対象者の見直
しや個別避難計画
作成の進め方など

検討



個別避難計画の作成パターンについて

Q 対象者は、⾃らまたは家族・友人などとともに避難を判断し、避難することができるか？

Q 対象者には、地域に家族や友人以外で、普段から気にか

けてくれる人や見守り・声かけをしてくれる人がいるか？

Q 対象者は、日頃から福祉や医療等のサービスを
利用しているか？

本人または家族・友人で個別避難
計画の作成に取り組む

地域の人と一緒に個別避難計画の
作成に取り組む

専⾨職と一緒に（地域の人の協力も得ながら）

個別避難計画の作成に取り組む

必要な支援・サービスの利用を

検討していただく

YESNO

NO YES

NO YES



個別避難計画作成はおおまかに以下の流れで実施しています。

個別避難計画の作成の流れ（モデル地区）

資料・様式の送付

町田市から対象者
に個別避難計画作
成を呼びかける周
知のための資料と
「同意確認書兼個
別避難計画様式」
を送付

個別避難計画の作成

作成パターンに応
じて、同意確認書
兼個別避難計画様
式を使用して計画
作成に取り組む

個別避難計画の共有

作成完了後、市で
システムに取り込
み、避難支援に携
わる関係者に計画
を共有



同意確認書兼計画作成様式（表紙）



同意確認書兼計画作成様式（見開き）



個別避難計画については、避難支援等関係者やその家族の安全

が前提となるため、必ず支援が行われることを約束するものでは

ありません。また、避難支援等関係者が法的な責任や義務を負う

ものではありません。

災害発⽣時は、⾃助・共助がきわめて重要であることが過去の

災害から明らかになっています。日頃からご近所の方など地域の

皆さまと顔の見える関係づくりを心掛けるなど、災害への備えを

お願いいたします。

個別避難計画の作成における留意事項



ご清聴ありがとうございました。
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